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２．官民あげた対応の方向性

（１）世界的な為替・金融・資本市場の動揺を早期に収拾
－リーマンショックとは異なるが、あらゆるリスクに備える必要

（２）自由貿易、グローバル化といったＧ７が築き上げた
成長・繁栄のためのメカニズムを維持
－保護主義、孤立主義、ナショナリズムの伝播を、Ｇ７各国が
協調して断ち切る

（３）日本経済への影響回避
－為替の適正化
－国民や企業のマインドの萎縮に対して、政策を総動員して
立ち向かう

－政府・経済界を挙げて対応

１．経済界の受け止め

今回の英国民によるＥＵ離脱の選択は、世界経済の先行きに
対する不透明感や不確実性を増大させるおそれ。



【参考２】ＥＵの制度に係る具体的な関心事項

業種 受け止め 関心事項

自動車／機械

• ＥＵ全体での分業体制に影響が及ぶおそれ
• 英国における自動車生産への影響は不可避

• 為替レートの変動
• 関税（対ＥＵ無関税）、税制（連結企業

組織内部の資金移転無税）など制度面の
変更内容

• 日ＥＵ ＥＰＡの交渉の動向
• 労働力移動の自由の制限

電気機械
• 英国のインフラプロジェクトが遅延するこ

とを懸念
• 為替レートの変動
• 関税賦課によるコスト増
• 輸出手続きに伴うリードタイム

製薬
• 研究開発力低下のおそれ

（共同研究機会の低下、人材流出など）
• 欧州医薬品庁（ＥＭＡ）の移転先
• 製品の基準・認証などに関するＥＵ規則

の存続、変更

商社
• 事業戦略の見直しが必要
• 為替レートの変動が内需関連事業のセンチ

メントに影響

• 為替、金融、資本市場の変動
• エネルギー、電力、食品にかかる規制の

存続、変更

金融

• グローバルな金融市場の混乱を強く懸念 • ＥＵ単一パスポート制度の存続、変更
• 国際金融センター・シティーの優位性の

揺らぎ

＊「英国国民投票の結果と今後の展望」（2016年６月24日・みずほＦＧ）及び関係者ヒアリング等に基づき作成
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【参考１】英国のＥＵ離脱問題に関する経済界の当面の受け止め

1. 対ＥＵ無関税の存続、変更
2. 連結企業組織内部の資金移転に対する無税の存続、変更
3. 連結企業組織内部のサービス（経理・人事等）の移転自由の存続、変更
4. 単一の免許でＥＵ域内での営業を可能とする「ＥＵ単一パスポート制度」の存続、変更
5. 英国が受け入れていたＥＵ規則（製品の基準・認証など）の存続、変更
6. 労働力移動の自由の存続、制限
7. 英国内ＥＵ機関（特に欧州医薬品庁）の存続、移転
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